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西東京市小中学校通学区域見直し等に関する谷戸町・泉町・住吉町・ひばりが丘 

地域協議会報告書（概要） 

 

１ 適正規模・適正配置に係るこれまでの検討経過 

(1) 平成 18 年度 学校施設適正規模・適正配置部内検討委員会 

  平成 19 年から向こう 10 年間における児童・生徒数の推移、将来の推計に基づき、基本

的な考え方がまとめられた。 

 (2) 平成 19 年度 学校施設適正規模・適正配置検討懇談会 

   公募市民等を含めた検討懇談会が設置され、部内検討委員会報告書を基に提言書が作成

された。 

 (3) 平成 20 年度 学校施設適正規模・適正配置に関する基本方針 

   適正規模・適正配置に関して今後 10 年間における教育委員会としての基本的な方針が

定められた。 

 (4) 平成 21 年度 通学区域見直し等に関する向台・新町地域協議会 

   小学校４校、中学校３校の学校関係者等による協議会が設置され、向台・新町地域の通

学区域の見直し及び指定校変更特例措置（以下「特例措置」という。）解消についての

検討が行われた。 

 

２ 本協議会における検討過程 

 (1) 基本的考え方 

   『西東京市学校施設適正規模・適正配置に関する基本方針』を基に、次の４点を考慮し

ながら検討を行った。 

      ① 合併時の特例措置を解消し、実態に合った形で設定する。 

      ② 通学路の安全を確保する。 

      ③ 児童・生徒が特定の学校に偏らないようにする。 

      ④ 極力、校舎の増改築が必要のないようにする。 

 (2) 通学区域の主な現状 

   ① 谷戸小学校、中原小学校 

旧市境近辺に位置し、特例措置の申請が多い。また近年、谷戸町２丁目一帯で大型

マンション等の建設が続き、児童数増加に伴う教室数の不足が心配されている。 

   ② 泉小学校、谷戸第二小学校、住吉小学校 

     泉小学校、住吉小学校で単学級の学年を有している。特に泉小学校では谷戸第二小

学校への特例措置の利用があり、小規模化の傾向がある。 

   ③ 田無第二中学校、ひばりが丘中学校 

     中原小学校に通っていた児童は、本来の指定校が田無第二中学校であっても、ひば

りが丘中学校へ就学する傾向があり、特例措置を利用している。 

 (3) 課題の整理 

   ① 特例措置に関して 

     各学校の学級編成等の計画に支障をきたしていること、合併後 10 年にわたり継続
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されていることから、早急に解消すべきである。 

   ② 通学区域の指定方法について 

     今後老朽化した施設の建て替えなどもあり得ることから、大幅に通学区域の見直し

は必要ない。過去の経緯から谷戸町２丁目の集合住宅等の通学区域が小中学校で分

かれていたが、これを一致させるべきである。 

 (4) シミュレーションの検討 

   これまでの会議の内容を踏まえ、事務局にシミュレーションの作成を求め、検討するこ

ととした。 

   ① シミュレーションの作成（各シミュレーション共通事項…特例措置解消） 

○ シミュレーション１…小学校、中学校とも現在の通学区域を継続する。 

○ シミュレーション２…中原小学校の通学区域の飛び出した部分（谷戸町２丁目

の集合住宅等）を谷戸小学校に移す。中学校は現在の通

学区域を継続する。 

○ シミュレーション３…小学校は現在の通学区域を継続する。中原小学校の通学

区域をすべてひばりが丘中学校の通学区域とする。 

《各シミュレーションの主なメリット（Ｍ）・デメリット（Ｄ）》 

（【 】内は該当するシミュレーション） 

Ｍ.特例措置を廃止することにより、通学区域内の児童・生徒、学校選択申立者、指定校変更

申立者が入学者の対象者となるため、新入学の児童・生徒数を把握しやすくなる【１、２、

３】。 

Ｍ.中原小学校については、就学人数及び学級数が減少する見込みであり、ひばりが丘団地の

建て替えに伴い児童数が増加しても、教室の増改築を伴う可能性が低い【２】。 

Ｍ.小・中学校とも通学実態と合った通学区域となる【３】。 

Ｍ.谷戸町２丁目の集合住宅等の児童がひばりが丘中学校へ就学を希望する際、特例措置の届

出が不要になり、保護者の負担が軽減される【３】。 

Ｄ.特例措置により２校から就学校を選択できていたものが、通学区域の指定によりできなく

なる【１、２、３】。 

Ｄ.中学校の通学区域が実態と合っていない【１、２】。 

Ｄ.谷戸小学校について、児童の急激な増加により、教室が不足する可能性がある【２】。 

   ② シミュレーションに関するアンケートの実施 

     各委員の意向を確認し、会議での検討内容を深めるため、アンケートを実施した。 

（シミュレーション１…４人/シミュレーション２…４人/シミュレーション３…23 人） 

   ③ シミュレーションの決定 

     アンケート結果を踏まえた意見交換から、シミュレーション３を推す意見が多く出

されたため、シミュレーション３を採用するに至った。 

 

３ 検討結果 

  対象地域の特例措置を廃止する。小学校は現在の通学区域を継続、中学校は中原小学校の

通学区域をすべてひばりが丘中学校の通学区域とする。 


